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「ワシントンDC開発フォーラム」リレー連載／グローバルな開発戦略と日本の関わりを考える

USAIDの成果主義から学ぶべきもの

―「保健分野における日米パートナーシップ」の現場から―

米国国際開発庁(USAID)　世界保健局　日米連携アドバイザー　吉田友哉

　日米両国は、外交上緊密な関係にあり、開発援助における2大ドナー国である。この両国の連携が被援助国や他ドナーとの関係上大きな影響力を持ち得るということは容易に想像されるだろう。連携のメリット、デメリットについては国・セクターによって多岐に渡るため、とくに本稿では、USAIDとの具体的なセクターでの連携を通じて日本側が組織として取り入れられる要素であるUSAIDの成果主義の概念に絞って、筆者の国際協力事業団（JICA）在外事務所での勤務経験および現在USAID本部の世界保健局に出向し日米連携に取り組んでいる立場から考察したい。

1. 「保健分野における日米パートナーシップ」とは
　今年5月から6月にかけて、「保健分野における日米パートナーシップ」に関する会合が相次いで実施された。まずは5月27日にワシントンDCで開催された「保健分野日米パートナーシップ年次レビュー会議」、もう一つは6月10日に東京で行われたUSAIDのシェック副長官と外務省の古田経済協力局長によるパートナーシップ一周年の再コミットメント文書への署名である。

　「保健分野における日米パートナーシップ」とは、昨年6月、USAIDのピーターソン世界保健局長と外務省の西田経済協力局長（当時）によるパートナーシップ文書への署名により開始された、日米保健協力の新たな枠組みである。同パートナーシップは、1993年から2000年まで日米両国によって進められてきた日米コモンアジェンダについての一年にわたる評価作業を踏まえたものであり、そこから導き出された教訓の一つである「良い連携は現場主導で行われている」との提言に基づき、現場主導を重視することを打ち出している点に大きな特色がある。

2. USAIDの成果主義とドナー連携の考え方―連携による効率的な成果の達成―

　日本側が連携から得られる効果を考える前に、USAID側の考えるドナー連携の意義づけについて説明する必要があろう。1993年に戦略計画の策定を義務づけたGPRA（Government Performance and Result Act）が制定され、USAIDに限らず合衆国政府機関は目標とその到達までの戦略とプロセスを明確に設定し、その達成度に基づき毎年の予算が配分される仕組みに移行することとなった。USAIDは1995年に米政府機関のなかでも先駆的に結果重視のシステムを導入発展させ、分野ごとに5〜8年での達成を目的とした戦略目標とその中間結果を設定し、これらを達成するための組織・事業システムへ変容を遂げた。

　成果を明確に分かりやすくする意図もあり、戦略目標は国レベルでの目標の達成を目指していることが多く、全ての個別の活動はすべてこの目標に貢献する形で整理されている。そして、その戦略目標が高次であるが故、USAIDは自らの努力でこれら戦略を達成するだけではなく、この戦略目標をよりよく達成するために他のドナーとの連携に積極的に取り組んでいる。積極的なだけではなく、国レベル、世界レベルにおいてもリーディングドナーであるべく努力することを組織目標としている。時として米国の国内・外交政策を色濃く反映させた目標設定、ドナー連携の手法は、他ドナーとの軋轢を生むこともあるが、議会・国民そして相手国や他のドナーへの説明の明確さという点からは有効なシステムである。

3. 日本側の連携への姿勢―プロジェクト目標と連携の両立の難しさ―
　一方、日本側の連携に対する期待・姿勢はどうであろうか。ザンビア、ケニアなど、フィールドレベルでのコミュニケーションが円滑に進み、多くの連携事例が進んでいる国もあり、また日米合同プロジェクト形成調査の派遣を機に積極的な連携を進めている国も増えてきている一方で、日本側がUSAIDほどの連携への積極姿勢を持っている国はまだ少ない。逆に、「連携は手間ばかりかかり成果が見えない」、「連携をしてもおいしいところはもっていかれてしまう」、「日本の顔がうすまる」といった声が聞かれることも多い。

これらの見解は、事業実施の仕組みの違いに起因すると考えている。現時点では、JICAは国別・課題別の方針は持っているものの、成果管理はプロジェクトレベルで実施しているのに対し、USAIDは戦略目標の達成の管理を主たる業務としている（プロジェクトレベルではコントラクトアウトをしており、契約・協力団体が成果を管理している）。

JICAのプロジェクトは、日本人専門家と相手国カウンターパートのみにより達成されるべき目標が明確に定められているため、連携は重複を避ける、関連の情報を収集するといったプラスアルファ的側面以上の意味は持ち得ない仕組みとなっている。連携に対する姿勢の違いからか、日本側から積極的に連携を求め、USAIDを巻き込んでいくという事例はあまり多くはない。

4. USAIDの成果主義の背景と日本の進む方向性―国民から求められるより高い成果の達成－

　USAIDが、かつてのプロジェクトベースの協力形態から結果重視のアプローチに移行した背景は、個々のプロジェクトの目標とその総体としての成果の関連性があいまいであり、成果を明確に示すことができていないという反省および国民・議会からの批判が発端となっている。日本も経済不況からODA予算が減額されている現状に鑑みれば、より厳しく成果が求められる状況がますます強まることは明らかである。

　USAIDとの具体的なセクター（現時点では保健分野）における連携を通じ、問題分析、目標設定、個々の活動と戦略目標との関連づけを共有することで、自らの計画・戦略、プロジェクトで言えば上位目標の達成過程をより明確にすることが可能ではないだろうか。USAIDの戦略は、何人ものセクター専門家の手により作成されており、その質の高い理論、情報を参照することは、日本自身の計画の質の向上にもつながると考える。

　また、日本側の成果を最大化するという観点からは、上述のとおり、USAIDはドナー連携を進めたことによる他ドナーの貢献も含めた上で戦略目標を達成していることになっており、これは逆に見れば日本も米国と連携したことによって、単独のプロジェクトの成果を超えた目標を達成したと考えられることから、より高次の成果へのコミットも可能である。そしてこうした連携の経験から、日本独自の成果主義を確立することも可能ではなかろうか。

さらに、これは結果重視のアプローチあってのことだと思われるが、USAIDはフィールドミッション（国・地域事務所）に高度に権限が委譲された分権化した組織として知られている。USAIDが全体として有する戦略目標に基づき、フィールドミッションが主体となって国ごとのレベルに落として考え、国別セクター戦略を策定し個別事業を実施する仕組みがとられている。外務省とJICA、JICA 本部と在外事務所との役割分担、権限委譲が課題となっているが、達成すべき成果とその達成のための裁量＝権限はセットで考えられるべきであり、この点でも例えば戦略目標の設定方法、報告の様式などUSAIDから取り入れることができる仕組みがあるのではないだろうか。

JICAの独立行政法人化に向けて、これまで述べてきたことにも関連するプログラム化、事業責任の明確化、分権化の議論はすでに積極的に行われており、今後さらに成果から発想する仕組みに移行していくと思われる。保健分野での連携という具体的な経験を通じて、USAIDが試行錯誤して作ってきた成果主義の経験を取り入れていけるような連携を増やすべく、今後とも業務を続けていきたいと考えている。
（本文は、あくまで筆者個人の見解でありいずれの組織を代表するものではない。関連情報の照会や質問については、tyoshida@usaid.govに連絡をいただければ可能な限りお答えしたい。）
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